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2025 年 8 月 28 日 

 
 

 

 

ヤマハ株式会社製ネットワークルーター、インドネシア市場への販売を開始 
 

 

ＳＣＳＫ株式会社（本社：東京都江東区、代表取締役 執行役員 社長：當麻 隆昭、以下 ＳＣＳＫ）は、現地大手通信

サービスプロバイダーである Telkomsel 社（本社：インドネシア、ジャカルタ、以下 Ｔｅｌｋｏｍｓｅｌ）およびビジネ

ス開発コンサルタント SC-Nex 社（本社：シンガポール、以下 SC-Nex）と協業し、2025 年 8 月 21 日よりヤ

マハ株式会社（本社：静岡県浜松市、代表執行役社長：山浦 敦、以下 ヤマハ）製ネットワークルーターのインドネ

シア市場での販売を開始します。本取り組みは、インドネシアにおける通信インフラの地域格差や企業のネット

ワーク安定性へのニーズに応えることを目的としています。 

 

左から 

Telkomsel Vice President, Enterprise Product Management & Development Kwok Wai Kiat 氏 

SCSK 業務役員 ネットワーク事業本部 本部長  市場 健二 

SC-Nex  CEO 大河原 純 氏 

 

１．社会課題と業界課題                

インドネシアは約 1 万 9 千の島々からなる広大な国土を持つ多島国家であり、地理的な特性により通信インフラ

の整備が難しいという課題を抱えています。特に地方部や農村地域では、安定したインターネット接続が困難で

あり、教育・医療・行政・産業活動などの発展を阻む要因となっています。 また、インドネシア国内の企業におい

ても、ネットワークの信頼性や可用性のニーズが高まっており、デジタル化やクラウドサービスの活用が進む中で、
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安定した通信環境の整備は喫緊の課題となっています。特に、複数拠点を持つ企業や遠隔地との連携が必要な

業種では、通信障害や帯域不足が業務効率に直接影響を及ぼすケースも少なくありません。 

 

２．本製品をインドネシアで販売するに至った経緯 

ＳＣＳＫでは、インドネシア市場における高信頼性ネットワーク機器へのニーズに対応するため、ヤマハルーターの

導入を検討してきました。ＳＣＳＫとヤマハは、ネットワーク機器分野において 30 年以上にわたるパートナーシッ

プを築いており、日本国内ではローエンド・SOHO 向けルーター市場においてトップシェアを誇る実績がありま

す。この長年の協業により培われた技術力とサポート体制を、インドネシア市場にも展開することで、現地の通信

課題の解決に貢献できると判断しました。 

2025 年初頭より、Telkomsel と実施している PoC（概念実証）では、ヤマハルーターの安定性や冗長性、障

害時の自動切替機能などが高く評価されました。特に、複数回線による負荷分散や、GUI による簡易設定、運用

の容易さが、現地の技術者からも高い支持を得ています。 

PoC 期間中には、安定的に稼働する実績を残し、Telkomsel との間で販売体制・保守体制の整備が進められ

ました。また、現地パートナーとの契約や技術教育も完了し、販売開始に向けた準備が整ったことから、2025 年

8 月 21 日より正式に販売を開始します。本取り組みは、ＳＣＳＫ、Telkomsel、そして SC-Nex の 3 社協業体

制で進めています。 

 

３．ターゲット業種 

本協業により、Telkomsel の強力なインフラとヤマハルーターの高品質を組み合わせることで、インドネシアの

通信インフラ課題の解決を図ります。 

 

ヤマハルーターは、以下の業種をターゲットに販売を開始します。 

 農業: 通信インフラ未整備地域への安定した通信環境提供 

 教育: 遠隔地でのオンライン教育普及の支援 

 医療: 遠隔医療サービスの利用促進 

 物流: 地方や離島における物流業の通信環境整備 

ＳＣＳＫ、ヤマハ、Telkomsel、SC-Nex は、これら業種に向けて信頼性の高い通信環境を提供することにより、

地域発展への貢献を目指します。 

 

４．ヤマハ株式会社のコメント 

ヤマハ株式会社は、SCSK および Telkomsel 社が一体となって、ヤマハルーターのインドネシア市場での展開

を推進してくださることを大変心強く感じております。両社の協業によって、インドネシアの通信インフラにおけ

る課題解決に貢献できることを期待しております。 

当社といたしましても、より良い通信環境の実現に向けて、今後も高品質かつ信頼性の高い製品の開発に尽力し

てまいります。 

ヤマハ株式会社 

音響事業本部 プロフェッショナルソリューション事業部 事業部長 トーマス エメリー 
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５．今後の展望 

インドネシアでの販売を皮切りに、今後は他のアジア諸国への展開も視野に入れ、さらなる市場拡大を検討して

いきます。引き続き、各市場のニーズに応じた信頼性の高いネットワークソリューションの提供に努めていきます。 

 

本件に関するお問い合わせ先 

ＳＣＳＫ株式会社 

IT インフラサービス事業グループ 

ネットワーク事業本部 ネットワークプロダクト第一部  海外担当 

TEL：03-５８５９-３０３２ 

E-mail： rt-info@scsk.jp 

 

※ 掲載されている製品名、会社名、サービス名はすべて各社の商標または登録商標です。 


